
官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）のすすめ

国土交通省 総合政策局 社会資本整備政策課

令和２年度版

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/index.html
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市町村全体では約10%減少
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官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）が求められる社会状況

○財政制約

○地方公共団体職員の減少

○空き公共施設・
低未利用地の拡大

○更新投資の拡大

社会資本の維持管理・更新費は、２０１８年度に約５.２兆円
であったものが、３０年後（２０４８年度）には最大で約１.３倍
になると推計されています。
（施設の機能や性能に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じた場合）

従来のやり方のみでは公共施設や公共サービスの維持は困難であり、民間事業者の資金や
ノウハウを活用して行政のコスト削減や効率化を行うことが望まれます。

人口減少／財政制約

施設の老朽化

令和元年度ブロックプラットフォーム
サウンディング案件

地方公共団体が民間事業者に望んでいること

トラス橋の斜材の破断（木曽川大橋）
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【民間事業者ならではのアイディア】
・ 収益機能の導入による新たな雇用の創出
・ 民間事業者のアイディア・ノウハウによる集客の増加、収益事業の創出

・ 施設整備の効率化や収益機能導入による財政支出の抑制
・ 民間資金の活用による財政支出の平準化
・ 地方公共団体の担い手不足の解消

【コスト削減や効率化】

※１：地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成。なお、一般行政部門の

職員を集計の対象としている。また市町村としているが、特別区を含む。

※２：技術系職員は土木技師、建築技師として定義。H31年度の割合。

≪地方公共団体における性質別歳出純決算額の推移≫

≪建設後50年以上経過する社会資本の割合≫

（総務省「令和2年度地方財政白書」より国土交通省作成)



官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）とは

ＰＰＰ／ＰＦＩの概念

ＰＦＩとは
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ＰＰＰ（Public Private Partnership）

公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間の創意工夫等を活用
し、財政資金の効率的使用や行政の効率化等を図るもの。

公共施設等運営権制度を活用したＰＦＩ事業 （コンセッション事業）公共施設等運営権制度を活用したＰＦＩ事業 （コンセッション事業）

ＰＦＩ（Private Finance Initiative）
PFI法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用
して行う手法。

公的不動産利活用事業公的不動産利活用事業

公共が支払うサービス購入料で
費用を回収するPFI事業
（サービス購入型PFI事業）

公共が支払うサービス購入料で
費用を回収するPFI事業
（サービス購入型PFI事業）

収益施設の併設・活用など事業収入で
費用を回収するPFI事業

（収益型PFI事業）

収益施設の併設・活用など事業収入で
費用を回収するPFI事業

（収益型PFI事業）

指定管理者制度指定管理者制度 包括的民間委託包括的民間委託

① 庁舎や公営住宅、学校、上下水道等の整備等にあたって、従来のように公共団体が設計・建設・運営等の
方法を決め、バラバラに発注するのではなく、どのような設計・建設・運営を行えば最も効率的かについて、
民間事業者に提案競争させ、最も優れた民間事業者を選定し、設計から運営までを行わせ、資金調達も
自ら行ってもらう制度。
▶ 公共施設等が利用者から収入を得られるものである場合、より公共の負担が少なくなる可能性がある。

民間事業者公共主体

設計

企画
・

計画

住民 住民

発注

発注

発注
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維持
管理

民間事業者公共主体
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資金調達

設計（外注）
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維持管理
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運営

ＰＦＩ業務

設計

建設

維持

管理
運営

企画・計画

従来型
公共事業

ＰＦＩ
事業

サービス
提供

年度毎に別発注

複数年度をまとめて発注

サービス
提供

(根拠法：民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）)

■従来型公共事業とＰＦＩ事業の違い

② 民間事業者に、公共施設等の整備や運営だけでなく、オフィス・売店等の収益施設を併設させ営業させれ
ば、より公共の負担が少なくなる可能性がある。

公共施設等の包括的民間委託とは

○ 受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効率的・効果的に業務を実施できるよう、複数の
業務や施設を包括的に委託すること。

業務の包括化のケース（道路の例）【東京都府中市等】

巡回

維持

補修・修繕

・・・

地区Ａ 地区Ｂ ・・・

包括範囲

施設の包括化のケース（道路・公園・排水路の例）
【新潟県三条市等】

巡回

維持作業

点検

・・・

道路 公園 排水路

包括範囲



ＰＰＰ／ＰＦＩの事業方式、官民対話の方法、官民のリスク分担、メリット・デメリット、人材育成や必要な体制
など、基礎的なノウハウについて知りたい。
民間事業者の参入に向けたインセンティブの設定の仕方、小規模地方公共団体の案件に参入してもらう
方法について知りたい。
公園のにぎわいづくりなど、公的不動産を活用したまちづくりのアイディアを得るためのノウハウが知りたい。

○ＰＰＰ／ＰＦＩの導入検討やサウンディング※は現在、幅広い
地方公共団体で行われています。

官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）の現状・課題

地方公共団体が感じている課題

地方公共団体や民間事業者が感じている課題

地方公共団体から事業性を判断できる情報など十分な情報の提供がない。
提案したノウハウやアイディアが他社に流出しないか不安である。
助言、提案が地方公共団体でどのように活かされるのか分からない。
オープンの場で案件の情報に触れて、地方公共団体との関係をつくり、個別の官民対話につなげたい。

官民対話における民間事業者の声

その中で、特に中小規模の地方公共団体がＰＰＰ／ＰＦＩ
の導入に対して課題を感じているとともに、民間事業者
も増加するサウンディングに対して課題を感じています。

【サウンディング件数の推移】

特定非営利活動法人日本PFI・PPP協会
「サウンディング型市場調査実施状況」より国土交通省作成
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国土交通省総合政策局では現状の課題を踏まえた様々な支援施策を展開しています

○人口２０万人未満の地方公共団体では、ＰＦＩの実施経験がある団体は約１割にとどまっています。
また、中小規模の団体では、官民連携事業の知識・ノウハウを持つ職員は限られています。

地方ブロックプラットフォームによる普及啓発

先導的官民連携支援事業（イ型）

各
事
業
所
管
局
に
お
け
る
支
援

【人口20万人未満】
専門家派遣によるハンズオン支援

先導的官民連携支援事業（ロ型）

地域プラットフォーム協定

地域が主体となったPPP/PFIの推進を一層進めるため、
国土交通省と内閣府が、概ね県単位の産官学金からなる
地域プラットフォームと協定を結び、その活動を支援。

PPP協定パートナー

PPPサポーター

※ 事業発案段階や事業化段階において、 事業内容や
事業スキーム等に関して、直接の対話により民間事業者の
意見や新たな提案の把握等を行うこと

○老朽化や技術職員の減少といったインフラをめぐる課題を解決する手段の一つとして、一部の地方公共
団体においては、インフラの維持管理に官民連携手法が導入されています。

普及啓発
基本構想・
体制づくり

導入可能性
調査

公募準備・
公募

実施
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インフラの維持管理に係る官民連携事業の導入検討支援

PPP/PFIの更なる推進に向けた課題



国土交通省は、内閣府と連携して、９つの地方ブロック（北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、
四国、九州・沖縄）に設置された産官学金からなる「地方ブロックプラットフォーム」において、ＰＰＰ/ＰＦＩ
に関する情報・ノウハウの横展開を図っています。

○サウンディング 各ブロックにおいて、地方公共団体等がサウンディングを行う場を提供しています。

ＰＰＰ/ＰＦＩを推進するにあたって首長のイニシアティブが重要であるとの観点から、首長間で悩み、課題に
ついて意見交換を行う会議を開催しています。

○ＰＰＰ／ＰＦＩ推進首長会議

○研修・個別相談会

ＰＰＰ/ＰＦＩに関する実践的な知識やノウハウを習得するための研修を開催しています。また、研修とあわせ
て、事業構想やそれ以前の段階から個別案件に関して気軽に相談できる個別相談会を開催しています。

○コンセッション事業推進セミナー

コンセッション事業の普及・浸透を促進するため、先進的な取組等を紹介するセミナーを開催しています。

『ＰＰＰ事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド』
ＰＰＰ事業における官民対話・事業者選定プロセスに関して、これまで先進的に取り組んできた自
治体の工夫を整理したガイドライン

『地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き』
これから初めてサウンディングを実施しようと考えている地方公共団体の担当者向けに、サウンディ
ング実施の手続きの流れや留意すべきポイントをまとめた手引き

『地域プラットフォームの取組から得られた「円滑な官民対話」のポイント』

地方ブロックプラットフォームによる支援

地方ブロックプラットフォームによる普及啓発の取組

ガイドライン、手引き等の提供

官民対話の場の提供とあわせて、官民対話や事業者選定プロセスに関する参考資料を提供しています。
(http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000053.html)
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普及啓発
基本構想・
体制づくり

導入可能性
調査

公募準備・
公募

実施

ブロック 都市 案件数 参加事業者数

東北 仙台市 18件（14自治体） 108社（6.0社/件）

関東 東京都 15件（13自治体） 138社（9.2社/件）

中部 名古屋市 12件（10自治体） 104社（8.6社/件）

近畿 大阪市 21件（18自治体） 78社（3.7社/件）

中国 岡山市 ６件（６自治体） 32社（5.3社/件）

九州・沖縄 福岡市 12件（10自治体） 64社（5.3社/件）【東北ブロック サウンディング会場】

関東ブロック（東京会場）

（１）情報提供（国土交通省、専門家等）
（２）基調講演（PPP/PFIに実績のある団体の首長）
（３）意見交換

・官民連携に取り組むにあたっての課題や問題意識
・これまでに実施した官民連携事業の成果
・今後取り組んでみたい事業 等

（参考） 令和元年度
全国７ブロックで開催 計８３市町村の首長等が参加

令和元年度実績



これまでの調査報告書も公表しています。 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000014.html

３つの支援施策とも、支援期間は１年間となっています。

対象機関 ： 地方公共団体等
（公共施設等の管理者である地方公共団体または公共施設等の整備等を行う独立行政法人、公共法人）

補助率・補助限度額 ：
全額国費による定額補助（補助金の１件当たりの上限は20,000千円）。ただし、都道府県及び政令指定都市にあっ
ては、コンセッション事業に関するものを除き、補助率１／２。
交付される補助金の額については、予算枠や審査結果等を踏まえ、応募申請額に対して調整して決定。

地方公共団体における案件形成の支援

先導的官民連携支援事業

地方公共団体等が先導的なＰＰＰ/ＰＦＩの導入検討を行う際に必要となる調査委託費を国が助成することにより、
案件形成を促進しています。

普及啓発
基本構想・
体制づくり

導入可能性
調査

公募準備・
公募

実施

専門家派遣によるハンズオン支援

事業の具体化や書類作成等の事業化に向けて必要な手続きを地方公共団体職員自らが行えるよう、コンサル
タントを派遣し支援を行っています。

対象機関 ： PPP/PFI事業を継続して実施する意向のある人口２０万人未満の地方公共団体
支援内容 ： 国交省と契約したコンサルタントを派遣し、職員が事業の具体化や書類作成を行う際の助言等を実施

<具体の支援例＞
・民間事業者への個別 ヒアリング、サウンディングの準備・実施支援（資料作成やサウンディング等への同席等）
・サウンディング等の結果を踏まえた事業スキームの詳細検討に対する助言
・募集要項等公募資料の作成支援

※団体の状況に応じた幅広い支援を行っています。

普及啓発
基本構想・
体制づくり

導入可能性
調査

公募準備・
公募

実施

インフラの維持管理に係る官民連携事業の導入検討支援

対象機関 ： 国土交通省所管のインフラのうち料金収入を徴収しないものの維持管理に係る官民連携事業※の導入
を検討する地方公共団体 (※包括的民間委託、修繕を含むPFI事業等)

支援内容 ： 国交省と契約したコンサルタントを派遣し、導入に必要な検討を支援
<具体の支援例＞ ・先行事例の研究・整理及び助言 、 ・対応策・スキームの検討支援 、 ・サウンディングの支援

・法制度・財政制度面等における導入に際しての課題の整理及び解決策の検討支援

インフラの維持管理に係る課題を解決する手段としての官民連携手法の導入可能性や導入課題や対応方針を
検討する地方公共団体の支援を行っています。

普及啓発
基本構想・
体制づくり

導入可能性
調査

公募準備・
公募

実施

国土交通省とPPP協定を締結した民間事業者が、
協定パートナーとして、地方公共団体職員・地場企
業向けにセミナーの開催や個別相談、データベー
スの提供を通じ、PPP/PFIの普及・啓発を行います。

PPP/PFI事業に係る豊富な実務経験や知識を有する実務者
を「国土交通省PPPサポーター」として任命し、地方公共団体
からの質問・相談や派遣依頼に協力いただいています
（派遣に係る費用は依頼主負担）。

5

個別相談の体制整備
○ＰＰＰ協定 ○ＰＰＰサポーター制度

＜ＰＰＰ協定＞
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminren
kei/sosei_kanminrenkei_tk1_000012.html

＜ＰＰＰサポーター制度＞
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/s
osei_kanminrenkei_fr1_000064.html

○以下のサイトから御相談いただけます。
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○事業概要

ＰＦＩ方式（サービス購入型）により、京都市内の複数の学校の耐
震化を一括発注。

○施設概要 小学校２校、中学校２校、高校１校

耐震工事対象棟１０棟、定期点検対象棟：１９棟

○事業期間 ５年３か月（Ｈ２２契約）

○事業方式 ＲＯ方式

○契約金額（ＶＦＭ） 約８．７億円（落札時：23.7％）

○支払方法

民間資金を、耐震補強業務費のうち国庫補助金及び起債充
当分を除いた一般財源分（概ね耐震補強業務費の12.5％）に活
用。初年度の自己財源負担なく財政負担を平準化。

○民間事業者の業務

①耐震補強業務（耐震補強計画の作成・実施設計、

耐震補強工事、公示監理）

②定期調査等業務（建築基準法第12条に基づく

建築物及び建築設備の定期点検等）

○事業効果

事前の検討では仮設校舎が長期間必要となる可能性が
あったが、最新の建築技術など民間のノウハウを活用すること
で、仮設校舎を設置することなく事業を実施できた。

事例１／4 サービス購入型事業や社会実験からはじめてみる

【社会実験からPark-PFI】 勝山公園鷗外橋西側橋詰広場便益施設等整備・管理運営事業

事業概要
福岡県北九州市

人口 約96.1万人

○事業手法 公募設置管理制度(Park-PFI)

○事業期間 ２０年間

○事業内容

収益施設に飲食店を出店した事業者が
街路灯などの特定公園施設の整備を行う

○事業者募集時には当該エリアで行った車を使った移動販売等の社会実験の

結果も掲載し、事業者が出店を検討しやすいよう情報提供を行った。

○Park-PFI制度を活用し従来の10年間という事業期間上限を20年間に延長し、

長期的な視野にたって賑わいに繋がる民間施設の立地や採算を見込むことが

できた。

○活用した制度等

官民連携型賑わい拠点創出事業（公園）

（社会資本整備総合交付金）

○特定公園施設

サークルベンチ、街路灯、植栽等

○収益施設

飲食物販等
収益施設

公募対象公園
施設（便益施設）

特定公園施設
（一般利用の休憩ス
ペースを備えた外構）

（市実施）
既存施設撤去
橋詰広場整備
碑移設 等

トイレ
休憩スペース

使用料の最低限度
200円/㎡・月

市負担の上限
13百万円

○事業効果

事業者側の提案により市設定の最低価格の5倍となる土地使用料(200,000/月)の収入確保

〔北九州市HP等より国土交通省作成〕

事業の特徴

【サービス購入型】 京都市立学校耐震化ＰＦＩ事業
京都府京都市

人口 約147万人

銅駝美術工芸高等学校：外観保持等のため、
事業者提案に基づき内部補強

伏見住吉小学校：ピタコラム工法
京極小学校：KTB・PCaPC外付け
フレーム耐震補強工法

事業概要



【包括的民間委託】 かほく市上下水道施設維持管理業務委託 石川県かほく市
人口 約3.4万人

○対象事業

○事業手法 包括的民間委託

◯事業内容

事業者が運転管理（運転監視、水質管理、調達管理、保安

管理等）、保全管理（保守点検・整備、補修、管路調査）、各種

清掃、芝生管理、汚泥運搬、見学者対応等を実施。

○事業期間 ５年（Ｈ２５～２９年度）

事業 対象施設

①水道事業
浄水施設 2 ヶ所、送水施設 5 ヶ所

配水施設 7 ヶ所、深井戸11 ヶ所

②公共下水道事業
処理場 2 ヶ所、ポンプ場 3 ヶ所

マンホールポンプ32 ヶ所、管路250km

③農業集落排水事業
処理場 15 ヶ所

マンホールポンプ 45 ヶ所、管路50km

○水道事業・下水道事業・農業集落排水事業の３事業の

維持管理を一体で委託。

○民間事業者の提案による新技術の導入（赤外線サーモ

グラフィー等の劣化診断ツール、スマートフォンを活用し

た管理システム）

○事業効果

赤外線サーモグラフィーによる電気
設備の劣化診断

スマートフォンを活用した浄化センター
の監視システムの構築

事業者提案による新技術の導入

新たな包括委託に移行（Ｈ３０～Ｒ４の５年）

料金・窓口関連業務、計画修繕を含めた委託とし、
レベル２．５（ユーティリティ及び少額修繕費を含めた委託）から

レベル３（計画修繕を含めた委託）へ

事業概要

事業の特徴

５年総額約7,500万円の委託費の削減

・契約規模の増大による一般管理費用の削減

・複数年契約による薬品等の大量購入

水質の向上

【公的不動産利活用】 流山市スマート庁舎プロジェクト

千葉県流山市
人口 約17.4万人

庁舎の什器・備品の配置変更等により余剰面積を生み出し、そ

の余剰面積を民間に有償で貸し付けることで新たな什器・備品

の整備費に充当。民間からの提案により実現。

流山市の資産を
対象に新たな財
政負担が発生し
ないことを条件
に民間から提案
を受ける「流山
市ファシリティマネ
ジメント施策の事
業者提案制度」
により実施。

提案を採用され
た事業者は市と
協議を行い、諸
条件が整った場
合には随意契約
により事業化。

事業者提案の公表（公募）

説明会開催

事前相談・質疑

事業提案（一定の提出期間）

プレゼンテーション

優先交渉権選定

対話・交渉・協議

協定・契約

事業化

事
業
発
案

事
業
選
考

事
業
者
選
定

デ
ザ
イ
ン
ビ
ル
ド

○事業効果

市の財政負担なしで庁舎環境の整備を実施

収入 庁舎貸付 ： 2,400万円

※業務契約見直しで捻出した費用 ： 1,500万円

支出 庁舎整備費 ： 3,900万円

※従来の包括委託事業の発注コストを見直し、財源確保

○事業のきっかけとなった制度

FM施策の事業者提案制度

事業概要

事業の特徴

7

事例２／4 民間事業者のアイディアによりコスト削減



8
（広島県HP、民間都市開発機構HP、「公共R不動産のプロジェクトスタディ」等より国土交通省作成）

【公的不動産利活用】 尾道糸崎港西御所地区（県営２号上屋及び周辺）活用事業
広島県尾道市

人口 約13.9万人
事業概要

○施設名称 ONOMICHI U2

○対象地域 上屋(県が所有・市が管理)

○サービス提供期間 ５年

○事業手法 港湾施設の目的外使用許可

（県・市→事業者）

○活用した制度等

民間都市開発推進機構（まち再生出資）

事業の特徴
○「年間15万人の観光客を生み出す」ことに寄与する拠点となること

を要件に特定の用途指定のない自由度の高い公募を実施。

○築７０年を超える県営上屋を複合施設（レストラン、セレクトショップ、

ホテル等）へ改築。

○地域の観光資源であるしまなみ街道を意識したサイクリスト向けの

機能を導入すると同時に、地域の住民に日常的に使われる機能や

地場産業(デニムなど)を活用したテナントの誘致を実現。

○スキーム図

事例3／4 民間事業者のアイディアにより斬新な空間を形成

【公的不動産利活用】 沼津市立少年自然の家跡施設等の活用事業 静岡県沼津市
人口 約19.6万人【リニューアル前】

事業概要

○施設名称 INN THE PARK

○対象地域 広域公園(愛鷹運動公園)

○事業手法 公園施設の設置管理許可

○事業期間 10年

○活用した制度等

・民間都市開発推進機構
・沼津信用金庫
（まちづくりファンド支援事業【マネジメント型】）

（１）支援先 ぬまづまちづくりファンド
有限責任事業組合

（２）出資額 各2,000万円

【リニューアル後】

○事業効果（維持管理費の削減）

旧施設運営時：年間6,000万円程度
事業開始以降：年間200万円程度

○昭和46年に少年自然の家として事業開始（市直営）。年々利用者

数が減少する中、事業の見直しのためサウンディングを実施。

民間事業者の運営する公共用不動産の活用募集サイトへの案件掲

載も行い広く情報を発信。

○首都圏からの利用者も見込んだスタイリッシュな宿泊施設にリニュー

アル。施設の一部は週末に地元の公園利用者向けにカフェとして開

放されたりと、公園と一体で活用されている。

○庁内は組織横断的な公民連携プロジェクトチームにより、民間事業者

の要望に柔軟に対応できるような体制を整備。

事業の特徴

（沼津市HP、「公共R不動産のプロジェクトスタディ」等をもとに国土交通省作成）



市商工センター（築40年）

山口銀行小野田支店（築60年）

○市が整備計画地を現物出資し、民間が資金等を出資してLABV共同事

業体を組成。商工センターの整備及び所有はLABV共同事業体が行い、

市、商工会議所、銀行等が借上げまたは買取りを行うスキームを想定。

○LABV共同事業体は当該エリアのまちづくりを踏まえた事業計画を策定。

リーディングプロジェクトに並行して山口銀行跡地の計画を行うほか、

他の候補地の開発、運営等のにぎわいの創出に資する取組については、

長期的に位置づけ、採算性を確保しつつ段階的に進める。

9 （令和元年度PPP/PFI推進施策説明会講演資料等より国土交通省作成）

【公的不動産利活用】 ＬＡＢＶ手法を活用した商工センター等の整備
山口県山陽小野田市

人口 約6.3万人
事業概要

○対象施設

市商工センター、山口銀行小野田支店 等

○事業手法 ＬＡＢＶ※

※Ｌｏｃａｌ Ａｓｓｅｔ Ｂａｃｋｅｄ Ｖｅｈｉｃｌｅの略

自治体が「公有地を現物出資」し、民間事業者

が資金出資した事業体にて複合的に整備する

方法。

事業の特徴

事例4／4 前例にとらわれず新しい手法を導入

○対象地

○事業開始時期 Ｒ４～５年度を予定
ホテル

LABV共同事業体
(合同会社)

＜事業内容（案）＞
・リーディング施設の開発、運営
・エリアマネジメント
・他の候補地の開発、運営 等

山陽小野田市
民間パートナー

小野田
商工会議所

山口銀行

現物出資
（土地等）

資金出資

資金出資

拠点施設

【公共施設】
出張所、交流スペース
--------------------
【民間施設】

小野田商工会議所
山口銀行小野田支店
※飲食・医療テナント
※住宅（学生寮等）

＋
交流広場

にぎわい創出
地域商品開発
創業支援

新規事業開発

施設の整備・
維持管理・運営 施設の整備・

維持管理・運営

連携

【実現性ある民間施設】
住宅（社宅、寮等）

ホテル
サテライトキャンパス

学習塾
飲食 等

出融資

まちづくりに資する
取組（案）

他の候補地開発
（銀行跡地、市有地等）

※今後詳細検討

○対象施設

○事業手法 包括的民間委託

◯事業内容

大阪府の港湾緑地にあるスポーツ施設と泉大津市の
スポーツ施設について、泉大津市（泉大津市が募集・
選定した指定管理者）が包括的な管理運営を実施

○事業期間 ５年間（Ｒ２～Ｒ６年度）

【包括的民間委託】 泉大津市域内の府・市スポーツ施設の包括管理

○府市協定に基づき、大阪府は大規模修繕を担い、泉大津市は

指定管理者との協定に基づいてモニタリングを実施。

○スケールメリットを生かした利用者へのサービス水準の向上や

維持管理の合理化、施設管理に伴う（指定管理者選定・外部委託

手続き等）事務手続き等の合理化が見込まれる。

利用者（市民・府民・港湾労働者）

スポーツ施設 スポーツ施設

大阪府施設
（堺泉北港の緑地）

泉大津市施設
（体育館、プール、テニスコート、グラウンド等）

サービス提供 利用料

＜包括的な管理＞
・自主事業の展開（市域全体の健康増進）・サービス水準の向上 ・効率的な維持管理 等

大規模修繕

「堺泉北港の緑地 使用に関する協定書」概要

大阪府 泉大津市
協定書

＋港湾施設使用許可

指定 指定管理料

指定管理者

・泉大津市域内で大阪府港湾局が所有するスポーツ施設
（これまで泉大津市が指定管理者として管理）
・泉大津市自身のスポーツ施設

事業概要

大阪府泉大津市
人口 約7.5万人

事業の特徴


